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片岡法子
はじめに
本稿は、大阪市における今後の博物館のあり方を社会教育・生涯学習の視点から考察するものであ
る。
現在、大阪市では、 2000(平成12)年度の完成にむけて「大阪市立新博物館・考古学資料センタ
ー」の計画がすすめられている。そこでは、問題点として、博物館と考古学資料館との関係、展示の
あり方、研究機能の不十分さ、組織や運営のあり方、建設予定地そのものの問題、建設予定地の発掘
調査の問題などが挙げられれてきた①。大阪市に歴史系総合博物館ができることは歓迎すべきことで
ある。その博物館のあり方について議論されることは重要なことである。むしろ、大いに議論すべき
であり、議論を深めることは当然のことといえよう。その上で、博物館の大阪市の中での位置を検討
し、今後の博物館行政について考えてみたい。
なお、ここでいう博物館とは、基本的には大阪市にあるすべての博物館のことをいうが、考察の中
心となるのは歴史博物館であることをことわっておく。
I 大阪市の生涯学習の考え方
大阪市の博物館の考え方について考察する前に、生涯学習の考え方を考察したい。
周知のように博物館は、社会教育法に基づく 「社会教育施設」である。しかし、社会教育は1965年
ユネスコの国際成人会議で「生涯教育」が提唱されて以降、 1981年に出された中央教育審議会の「生
涯教育について」を経て、 1990年の「生涯学習振興整備法」によって生涯学習振興行政として本格的
に動くようになった。このような生涯学習政策の展開は、 「広域」と「連携」を軸に社会教育施設法
制と自治体における社会教育施設の設置や運営との緊張関係を失わせつつあると指摘されている②。
大阪市の生涯学習行政もこの流れを受けており、博物館もこのなかに規定されている。ここでは、
大阪市の生涯学習の考え方を明らかにしたい。
（1） 「生涯学習大阪計画」の概要
「生涯学習大阪計画③」は、 1988年11月29日に設置された大阪市生涯教育推進会議によって、1992
年2月に策定された。「大阪市総合計画21」における生涯学習分野の基本計画と位置づけ、2005年を
目標年次としている。
まず、生涯学習の定義が示さている。生涯学習とは「基本的人権、自由、民主主義、ノーマライゼ
ーション等の人間尊重の考え方を基礎として、一人ひとりが人生の段階や場面において、できるかぎ
りの自己実現をめざし、自分に適した手段・方法を選び、自らすすんで行う自己教育であるとともに、
学習者がその成果を社会に広げ、よりよい社会への変革を担っていくことができるための学習のこ
と」とし、生涯教育とは「そのような学習を、人々の権利として生涯保障する制度や活動」であると
している。その上で、計画の背景や意義、生涯学習をめぐる現状分析が成されている。
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策定にあたっては、 「大阪市社会教育委員会議（議長：元木健、大阪大学名誉教授)」から教育委員
会へ基本方向が提起された④。そこでは、 「生涯学習の基本は、市民一人ひとりの自由で主体的な学
習活動にあり、行政の役割はそれらの活動が効果的かつ効率的に行われるよう、その環境を整備する
ところにある」という観点から、総合化（インテグレーション)、いつでもどこでも （アクセス)、学
習機会の平等（アウトリーチ)、市民参加（パーティシペーション)、働きつつ学ぶ（リカレント)、
学習の継続発展（トランジット）を概念（キーワード） とした方向が示されていた。
「生涯学習大阪計画」においては、基本的視点として、①人権の尊重、②大阪の歴史と文化を生か
す、③人と自然の共生をめざす、④若者を中心とした文化と学習のまちづくり、⑤学校・地域・家庭
の連携、協力の促進、⑥進展する国際化・情報化への積極的な対応、⑦高齢化進展やライフスタイル
・ステージに応じた学習環境が掲げられ、基本目標は「つくる・まもる。ひらく、人間尊重の生涯学
習都市・大阪」とされている。
計画は施策の体系と重点計画からなる。第1章の施策の体系は、①自己教育の基礎づくり、②地域
活動の活性化と交流の促進、③自主的な学習活動への支援、④学習機会の拡充、⑤市民文化の創造と
伝統文化の保存・振興、⑥健康づくりとスポーツ・レクリエーションの振興となっている。
第2章の重点計画は、①生涯学習支援システムの構築、②同和問題の解決に向けた生涯学習施策の
推進、③学習情報システムの整備、④生涯学習関連施設の体系整備と機能拡充、⑤主要な学習課題に
対する事業計画、⑥民間との連携、⑦生涯学習指導者、ボランティアの育成と活用、⑧学習成果の評
価と活用システムの検討となっている。
続いて第3章では、計画の推進のための項目が記されており、生涯学習推進体制の整備、市民参加
とゆとり社会の実現、広域行政の推進、生涯学習振興のための公益法人の活用と連携、財政基盤の確
立となっている。
（2）若干の考察
1980年代以降の生涯学習ブームにものって、社会教育は生涯学習の一分野となり、「いつでも・ど
こでも。だれでも」は、一見社会教育が消滅してしまったかの印象すら受けるようになった。生涯学
習時代の到来は、個人レベルの学習機会の増大や情報提供に主眼がおかれ、住民相互の教育・学習活
動とそれを援助してきた行政の役割が後退しているといってよい。こうした生涯学習をめぐる動きに
ついて、島田修一氏は次のように述べている⑤。
いま必要なのはなにか。広く人びとに学習の機会と情報を提供する行政機関主導の生涯学習推進
体制や広域のサーヴィスシステムとしての学習情報センターの整備をはかって一律に市町村の生
涯学習振興をめざすことであろうか。あるいは、文部省や通産省が奨励するように、資金やノウ
ハウが豊かな民間教育産業に「商品」としての教育事業の供給を求め、それに私たちの学習要求
を合わせることであろうか。 （中略）
これでは、国民の学習権の保障は学習機会が多様に提供されさえすればよいということになり、
自治体の自立も、教育活動の自律性も、住民参加もない、 「受ける権利」への一面化にとどまっ
てしまう。
国際化、情報化、総合化、地域、広域、自己教育、市民参加、ボランティア、民間との連携などキ
ーワードが散りばめられた「生涯学習計画大阪」は、 この動きを端的に表しているといえる。 「自己
教育」の主体は行政機関にあり､”上から”市民にとって必要な学習課題やその組織化の方法を提示
－2－
しているのである。そこでは、日常的な生活圏や自治体を拠点とし、住民参加によって社会教育活動
を創造し自治的に発展させるという観点は大きく後退している⑥。一極集中総合施設の設立を通して
の生涯学習施設のカルチャーセンター化、知識者養成の受け身の教育が推進されているのである。
II大阪市における博物館の考え方
大阪市の生涯学習行政、さらに大阪市全体の中で博物館はどのように位置づけられているのだろう
か。ここでは、 「生涯学習大阪計画」とその上位計画である「大阪市総合計画2'⑦」から考察してみ
たい。
（1） 「大阪市総合計画21」
「大阪市総合計画21」は、目標年次を2005年とし、大阪のまちづくり施策の方向を総合的・体系的
に示すものとして、 1990年2月に策定された。
ここでは、新博物館・考古学資料館の建設が大きく意識されている。まちづくり計画や大阪のアイ
デンティティづくり、文化の創造など、幾度となく 「上町台地を中心とした歴史文化ゾーンの形成」
が取り上げられる。
その中で「にぎわい大阪一人が集い楽しむまちをめざして－」の項目があり、 「大阪の『遊』機能
の飛躍的な充実」のなかに新博物館構想が盛り込まれている。これら施設は「全国から大阪に多くの
人々が集まり訪れる都市魅力の重要な要素となり、都市文化の発信源」である集客施設として位置づ
けられている。このことは、近年指摘される「社会教育」と対時する形での「知的遊戯施設」⑧とし
て、博物館が捉えられているといえよう。
（2） 「生涯学習大阪計画」
「生涯学習大阪計画」の重点計画では、博物館は生涯学習関連施設の体系整備のなかに位置づけら
れている。美術館、 （歴史）博物館、新博物館・考古学資料センター、自然史博物館、科学館、東洋
陶磁美術館、近代美術館（以上教育委員会)、水道記念館（水道局)、下水道科学館（下水道局)、大
阪城天守閣（経済局)、海洋博物館（港湾局）などがある。
社会教育施設としての公立博物館は本来教育委員会の所轄に属するとされてきた⑨（博物館法第'9
条)。ここでは、その一方ですすむ知事部局による巨大テーマ博物館の増加に着目したい。知事部局
による巨大テーマ博物館は、まさに先にのべた「知的遊戯施設」としての集客施設を目的としており、
Iで指摘した生涯学習の考え方にのっとったものであるといえる。
私は、必ずしもこのような博物館の存在を否定しているのではない。充実した博物館活動のもとで
は、集客施設となって当然である。しかし、本来博物館は、社会教育機関として利用者の学習権を公
的に保障する施設である。現状の施策のなかでは、この原則が損なわれる要素が十分に備わっている
ことを指摘したい。
（3）小括
これまで、大阪市における博物館の考え方の現状について考察してきた。まず最初に、現在の博物
館行政を規定している「生涯学習大阪計画」について考察した。一見きらびやかにみえる生涯学習の
実態は、知識偏重型の受け身の教育であることが明らかになった。ここでは社会教育本来の考え方で
ある、日常的な生活圏や自治体を根拠とし住民参加によって社会教育活動を創造し自発的に発展させ
るという観点は大きく後退している。
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次いで、生涯学習行政や大阪市全体における博物館の考え方について考察した。そこでは、博物館
は「知的遊戯施設」や「集客施設」と考えられており、 1で考察した「生涯学習の場」に位置づけら
れている。現状の施策は、社会教育施設として利用者の学習権を公的に保障するという博物館の原則
がおびやかされている。
II 社会教育の場としての地域資料館
黒沢惟昭氏は、現在の生涯教育体系について「自律・自立（自由）を核とする「学習」は新国家主
義（新自由主義経済政策による国家再編）の方向で吸収され、国家ヘゲモニーとして展開されつつあ
る」とし、その対抗関係の中核として社会教育を据える⑩。ここでは、本来の社会教育施設としての
博物館法の考え方について確認し、今後の大阪市の博物館のあり方について考えてみたい。
(1)社会教育法のなかでの博物館
博物館法は第1条において「社会教育法の精神に基き」策定されていることが記されている。社会
教育法第9条においても図書館とともに「社会教育のための機関」とされている（図 1)。
国民の自主的で自由な学習文化活動の発展
合
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合
図1 社会教育•生涯教育を支える法体系注．社会教育推進全国協議会『社会教育•生涯学習ハンドプック』から引用
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教育基本法第7条においては、社会教育について「家庭教育及び勤労の場所その他社会において行
われる教育は、国及び地方公共団体によって奨励されなければならない」とのべられ、教育の目的実
現のための施設として、図書館、公民館と並んで博物館が挙げられている。
つまり、博物館は「国民・市民としての住民が、幅広い文化的教養の学習を通じて、地域を基盤と
して生起する労働．生活．政治上の諸問題の解決能力を自ら獲得する過程⑪」である社会教育の一翼
を担う機関、 「権利としての社会教育」の実現の場であるといえよう。
（2）大阪市における博物館の生涯教育施設として位置づけ
「権利としての社会教育」の実現については、住民主体の地域形成の運動として長年の積み重ねが
ある⑫。自分たちの居住する地域がそこで生活に値する地域であるためには教育文化環境施設の整備
が不可欠であるという認識は、公民館や地域図書館づくりへと発展していった。
大阪市においても、問題をはらみながらも1972年以降地域図書館が建設され、1987年までには1区
に’館の図書館を実現した⑬。公民館については建設されていないが、それに代わる施設として、生
涯学習ルームや区民センターが建設されている。
それでは博物館はどうか。図2を見てみると、地域図書館や生涯学習センター、区民センターが、
小・中学校区レベルや区レベル施設として位置づけられているのに対して、博物館は、陸上競技場、
市立大学、中央図書館、大阪城ホールなどと並んで全市レベル施設として位置づけらえている。身近
な地域の歴史や風土、自然環境といったものを学ぶ地域資料館、地域博物館の発想は見られない⑭。
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図2大阪市生涯教育関連施設体系図
注．大阪市総合計画課『大阪市総合計画21』
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（3）社会教育施設としての博物館の今後
博物館のあり方について、専門教育の場としてだけではなく、 「権利としての社会教育」の場とし
ての考え方は、 これまで必ずしも活発に議論されてきたわけではないとの指摘があり⑮、近年になっ
て活発に議論されるようになってきたといえる。
伊藤寿朗氏は、現在の博物館の活動内容の質的変化を時系列で3つの世代に分類し、「第三世代の
博物館像」を提示し⑯、今後の博物館のあり方についてのべている。第1世代とは、国宝や天然記念
物など、希少価値をもつ資料（宝物）を中心に、その保存を運営の軸とする古典的博物館である。第
2世代とは、資料の価値が多様化するとともに、その資料の公開を運営の軸とする現在の多くの博物
館である。知的好奇心・探求心を満たすための一過性の見学施設で、県立博物館、中規模の市立博物
館がこの世代の典型である。第3世代とは、社会の要請にもとづいて必要な資料を発見し、あるいは
つくりあげていくもので、市民の参加・体験を運営の軸とする将来の博物館である。
伊藤氏はまた、博物館を観光志向型、中央志向型、地域志向型と目的の相違によって区別した。そ
して、地域の中小の博物館こそが、第3世代の博物館の舞台としてふさわしいとのべている。
さらに、 これまでの博物館を知識者養成を基本とする教育観であるのに対し、地域博物館は生活者
育成を基本とする教育観であるとのべ、次の2つのことを主張した。第1に、資料の位置づけ方につ
いて、自然科学の領域と人文・社会科学の領域の地域課題に即した総合化を提示した。第2に、博物
館と市民との関係についてのべた。地域の課題は市民自身が主体となって取り組むことが基本であり、
地域博物館の役割は、こうした市民自治の原則を博物館の領域において、博物館の機能をとおして育
み、支えることであるとした。
この伊藤氏の提示は、まさに社会教育の原点にたった考え方であるといえる。
（4）大阪市における博物館行政の今後
以上のことを踏まえて、大阪市の博物館の考え方を検討してみると、時系列では第2世代、目的で
は中央志向型もしくは観光志向型といえよう。しかし、大阪市には市民の要求によって実現した自然
史博物館、大阪人権博物館、大阪国際平和センターなどが存在する。
伊藤氏が提示した第3世代を担う地域博物館の先駆けともいうべき取り組みは、すでに住民の手に
よって行われている。平野区では、地元住民による町並み保存や小さな博物館活動の積み重ねにより、
「まちぐるみ博物館」活動を行っている。西淀川区では、西淀川公害訴訟の企業との和解金で設立さ
れた公害地域再生センター（あおぞら財団）が、環境教育の場としてフィールドミュージアム活動を
行ったり、地域の歴史や自然環境を学習する場として「西淀川地域資料室」を開設したりしている。
大阪市以外でも、神戸市東灘区の深江財産区で設置された神戸深江生活文化史料館は、住民による資
料館づくりの先駆的活動を行っている。これらは、地域の住民の要望や課題を解決するために実現し
たものである。
このような住民の動きが出てくるのは、特に大阪市のような広域な面積、多様な文化をもつ所にあ
っては、むしろ当然といえるかもしれない。どれだけ施設や研究体制が充実していたとしても、ひと
つの博物館で多様な地域性を表現したり、資料を収集・保存したりできるものではない。
「学習活動はあらゆる教育活動の中心に位置づけら、人々を、なりゆきまかせの客体から、自らの
歴史をつくる主体にかえていくのである」とは1985年に発表されたユネスコの「学習権宣言」である。
まさに身近な地域の姿を自らの力によって学習する「権利としての社会教育」の場が公的に保障され
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なければならない。ここで私は、行政区単位に地域資料館をつくるべきだといっているのではない⑰。
大規模なものでなくてよい。市内の大まかな文化圏ごとに、地域に密着した形で、地域の風土、歴史、
自然環境など、散逸するおそれのある資料を収集・保存することができ、学べる場としての地域資料
館が必要だといっているのである。
おわりに
現在の生涯学習の考え方は、かつての社会教育内部の抑圧・疎外状況による停滞から生まれてきた
との指摘がある⑱。社会教育に換わって生涯学習が主流になったといってよい。 この状況のもとで、
私は生涯学習そのものを否定しているのではない。住民主体の、広く豊かに創造していく教育体系と
しての「生涯教育」の構想の実現を望んでいる。大阪市の生涯学習は、改めて社会教育の精神を見直
して構想されるべきである。つまり、地域の課題を解決するために、生活者が自ら学ぶ社会教育シス
テムの具体的な保障が求められているのである。社会教育施設としての公民館の設置、地域図書館の
充実、地域資料館．地域博物館の設置が、 とりわけ重要であると私は思う。
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